
 

 

 高知県公立大学法人 

令和３年度決算の概要について 

 

１ はじめに 

  本法人は、平成２３年４月 1 日に地方独立行政法人法に基づく公立大学法人となり、今期が第

二期中期計画の５年度にあたる第１１期目の決算となります。 

   

  

公立大学法人の財務諸表は、企業会計を基本としながらも、主たる業務内容が教育・研究であ

り、利益の獲得を目的としないなどの特殊性を考慮した「地方独立行政法人会計基準」に基づき作

成されるもので、県民をはじめとする利害関係者に、法人の財政状態や運営状況を明らかにする

ために、作成が義務付けられています。 

地方独立行政法人法第３４条第１項では、毎事業年度終了後３か月以内に、財務諸表（貸借対照

表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類等）を、設立団体の長に提出し、承認を

得なければならないとされております。 

 

  令和３年度は両大学ともに新学生寮が完成しました。 

県立大学、あふち寮は約６５７百万円 工科大学、たかそね寮Ｃ棟は約４４４百万円が資産計

上されています。  

        

 

新型コロナウィルス関連で影響が含まれる主な勘定科目では、以下のとおりです。 

 

     

     

  

（単位：千円）
科目 金額 合計

建物 461,155
建物附属設 145,868
構築物 49,951
建物 343,994
建物附属設 91,088
構築物 8,763

1,100,819 1,100,819

県大 656,974

工科 443,845

総計

（単位：千円） 
R１ Ｒ2 Ｒ３ R３/R2

旅費 299,803 56,854 64,434 113.3%
諸会費 38,161 25,152 27,880 110.8%
消耗品費 401,405 539,476 416,919 77.3%
奨学費 247,718 410,748 409,981 99.8%
　※勘定科目による前年度との単純比較による。

資料３

907262
四角形



 

 

２ 貸借対照表 

貸借対照表は、令和４年３月３１日現在における、法人全体の財産（資産、負債・純資産）状況を

示した書類です。 

 

 

貸借対照表の概要としては次のとおりとなります。財務諸表には法人全体の数値が記載されてお

ります。下表は、県立大学、工科大学、法人本部の３セグメント別に前年度との対比を示しておりま

す。 

    

    

     

 

 

 

（単位：百万円）

R２（a） Ｒ3（ｂ） (b)-(a) Ｒ2 Ｒ3 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ2 Ｒ3
31,399 31,111 △ 288 11,498 11,668 19,885 19,424 16 18

有形固定資産 30,521 30,559 38 11,450 11,633 19,067 18,916 3 9
土地 8,518 8,495 △ 23 4,519 4,417 3,998 4,078
建物 16,880 17,239 359 5,530 5,979 11,349 11,260 0 0
構築物 1,038 991 △ 47 175 213 860 775 2 2
機械装置 63 55 △ 8 42 37 20 18
工具器具備品 2,463 2,581 118 559 537 1,902 2,036 0 6
図書 1,148 1,152 4 421 420 726 732
美術品 25 25 0 24 24 0 0
車両運搬具 16 15 △ 1 4 3 11 12
建設仮勘定 368 1 △ 367 172 196 1

無形固定資産 158 130 △ 28 33 28 114 95 10 7
投資その他の資産 719 420 △ 299 14 6 702 412 2 1

2,679 2,882 203 564 780 2,022 2,078 92 22

現金及び預金 2,211 2,015 △ 196 360 337 1,764 1,661 87 16

0 297 297 297

386 475 89 188 421 193 53 3 0

21 19 △ 2 0 0 20 18 0 0

58 69 11 14 21 43 46 1 1

その他の流動資産 1 4 3 0 1 0 0 4

34,079 33,993 △ 86 12,062 12,449 21,907 21,503 108 40

法人
資産の部

固
定
資
産

資産合計

流
動
資
産

有価証券

未収入金

たな卸資産

前払費用

法人全体 県大 工科大

（単位：百万円）

R２（a） Ｒ3（ｂ） (b)-(a) Ｒ2 Ｒ3 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ2 Ｒ3

9,482 9,133 △ 349 1,260 1,101 8,207 8,016 14 16

7,083 6,775 △ 308 1,067 957 6,001 5,802 13 16

1,966 1,668 △ 298 1,966 1,668

392 662 270 178 143 213 518 0 0

26 26 0 26 26

14 △ 14 14

1,523 1,605 82 534 663 921 928 67 13
54 △ 54 54

0 0 0
205 204 △ 1 3 4 201 199 0 0

135 137 2 0 0 135 137
763 761 △ 2 392 499 359 248 12 12

0 0 0
預り金 240 257 17 89 105 151 151 0 0
短期リース債務 123 243 120 49 52 74 190 0 0

0
11,005 10,739 △ 266 1,795 1,764 9,129 8,944 81 30

0
26,138 26,138 0 10,965 10,965 15,173 15,173

△ 2,995 △ 3,015 △ 20 △ 710 △ 369 △ 2,284 △ 2,646
△ 69 130 199 12 89 △ 110 31 27 9

23,073 23,253 180 10,267 10,684 12,778 12,558 27 9

34,079 33,993 △ 86 12,062 12,449 21,907 21,503 108 40

県大 工科大 法人

負債・純資産合計

負債合計
純資産の部

資本金
資本剰余金
利益剰余金

純資産合計

流
動
負
債

運営費交付金債務
預り補助金等

寄附金債務
前受金
未払金
未払消費税等

その他の流動負債

固
定
負
債

資産見返負債

長期寄附金債務

長期リース債務

資産除去債務

その他の固定負債

法人全体
負債の部



 

 

【資産の部】資産の部は固定資産と流動資産からなり、資産総額は 

３３９億９千３百円(対前年度比８千６百万円減)となっております。 

それぞれの内訳は、 

・固定資産（土地、建物、ソフトウェア、長期性預金等）３１１億１千７百万円（91.5％）、うち

高知県から出資された財産（土地、建物他）が２０１億４千８百万円（59.3％）を占めております。 

 ・流動資産（現預金、未収入金、前払費用等）が２８億８千２百万円（8.5％）となっております。 

 

主な増加は両大学の新学生寮１１億円ですが、うち３億７千万円は令和２年度より建設仮勘定

として計上していました。 

リース工具器具として情報教育システム４億３千２百万円 

また、永国寺町に９千２百万円の土地の現物寄附を受けています。 

 

 主な減少は特定償却資産を含む減価償却１７億７千８百万円、土地、建物の減損１億４千９百

万円があります。 

 

流動資産は有価証券（満期保有目的債券）約３億円が投資その他の資産より移動しております。

未収入金は４億７千５百万円のうち高知県の施設等整備事業費補助金４億３千１百万円が含まれ

ております。 

 

【負債の部】負債の部は固定負債と流動負債からなり、負債総額は 

１０７億３千９百万円(対前年度比２億６千６百万円減)となっております。  

・固定負債（資産見返負債 1、長期リース債務、長期寄附金債務等）９１億３千３百万円（85.1％）

うち資産見返負債が６７億７千５百万円、長期寄附金債務が１６億６千８百万円 

・流動負債（未払金、預り金、短期リース債務、短期寄附金債務等）１６億５百万円（14.9％） 

うち未払金が７億６千１百万円となっております。 

 

【純資産の部】純資産の部は、資本金、資本剰余金、利益剰余金からなり、純資産総額は 

２３２億５千３百万円（対前年度比１億８千万円増）となっております。 

内訳としては 

・資本金（高知県からの出資金）が２６１億３千８百万円 

・資本剰余金が△３０億１千５百万円 

増加額は特定財源で取得した資産相当額７億７千７百万円を資本剰余金に計上しておりま

す。 

減少額は損益外減価償却累計額△６億４千７百万円と損益外減損損失累計額△１億４千９

百万円となっております。 

 

                             
1資産見返負債：運営費交付金・寄附金・無償譲与・補助金等の財源で取得した固定資産の見合いで負債に計上

され、固定資産の減価償却に伴って、資産見返負債戻入という収益に振替られるもので、費用・収益を均衡さ

せるために必要なものです。 



 

 

・利益剰余金は前期の未処理損失△9 千万円（うち 2千万円は積立金により充当し繰越欠損金△７

千万円）がありましたが、当期純利益２億円で充当する利益の処分案としております。 

なお、資本金及び資本剰余金の明細については、附属明細書に記載しております。 

 

３ 損益計算書 

損益計算書は、当年度に発生した目的別費用とそれに対応する収益構造を記載した計算書です。 

当年度の当期総利益は２億円となり、業務費及び一般管理費の明細については、附属明細書に記

載しております。 

      

 

【経常費用】８０億８千万円（対前年度 １億６千５百万円増） 

経常費用は業務費、一般管理費、財務費用からなり、それぞれの内訳は、以下のとおりです。 

・業務費     ７６億１千４百万円（対前年度比１億９千２百万円増） 

・教育研究経費  ３４億３千４百万円（対経常費用 42.5％） 

・受託研究等経費    ９千３百万円（対経常費用 1.2％） 

・人件費     ４０億８千２百万円（対経常費用 50.5％） 

・一般管理費が４億５千７百万円（対前年度比３千２百万円減） 

・財務費用（支払利息等）が５百万円（対前年度比 ３百万円増）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 （単位：百万円）

R２（a） Ｒ3（ｂ） (b)-(a) Ｒ2 Ｒ3 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ2 Ｒ3
経常費用 7,915 8,080 165 2,536 2,518 5,302 5,482 76 79

業務費 7,422 7,614 192 2,383 2,389 5,010 5,197 28 27
教育経費 1,686 1,618 △ 68 510 486 1,175 1,131
研究経費 1,054 1,071 17 155 144 899 926
教育研究支援経費 631 745 114 171 180 460 565
受託研究費 30 32 2 2 2 27 30
共同研究費 42 36 △ 6 0 42 36
受託事業費 23 25 2 20 23 3 2
役員人件費 9 9 0 9 9
教員人件費 2,902 3,007 105 1,128 1,132 1,774 1,875
職員人件費 1,041 1,066 25 394 419 627 629 18 18

一般管理費 489 459 △ 30 151 127 289 281 48 51
財務費用 2 5 3 1 1 1 4 0 0

0 0 0
経常収益 7,824 8,274 450 2,549 2,588 5,192 5,596 83 89

運営費交付金収益 4,331 4,404 73 1,466 1,488 2,787 2,831 77 83
授業料収益 1,546 1,872 326 656 670 890 1,202
入学金収益 240 233 △ 7 84 81 156 151
検定料収益 73 76 3 23 20 50 55
受託研究等収益 31 33 2 2 2 28 31
共同研究収益 45 38 △ 7 45 38
受託事業等収益 23 25 2 20 23 2 2
寄附金収益 104 73 △ 31 32 28 72 44
施設費収益 16 3 △ 13 7 0 9 2
補助金等収益 363 372 9 109 117 254 255
資産見返負債戻入 800 858 58 95 108 702 746 3 3
財務収益 0 0 0 0 0 0 0
雑益 246 281 35 52 47 192 232 1 1

6 6 6

△ 90 200 290 12 76 △ 110 114 6 9

勘　定　科　目
法人全体

臨時損失

当期総利益

臨時利益

県大 工科大 法人



 

 

【経常収益】８２億７千４百万円（対前年度比４億５千万円増） 

主な内訳は、以下のとおりです。 

 運営費交付金収益 ４４億４百万円（対経常収益 52.3％） 

 授業料等収益     ２１億８千１百万円（対経常収益 26.4％） 

 受託研究等収益       ９千６百万円（対経常収益  1.2％） 

 寄附金等収益        ７千３百万円（対経常収益  0.9％） 

補助金収益       ３億７千２百万円（対経常収益  4.5％） 

 資産見返負債戻入    ８億５千８百万円（対経常収益 10.4％） 

 

 

当年度の授業料のうち２億９千５百万円については資産見返負債に振替えているため来年度以降固定

資産の減価償却費と同額の資産見返負債戻入収益が計上されます。 

 

 

４ その他の主要諸表 

①  キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 

損益計算書は発生主義により作成されるため、資金の状況とは一致しないことから、当年度の資

金収支の状況を業務活動、投資活動、財務活動の区分ごとに示した書類がキャッシュ・フロー計算

書です。 

当年度末の資金残高は、１３億１千５百万円（対前年度比１億９千６百万円減）となっています。 

 

②  利益の処分に関する書類（案） 

利益の処分に関する書類は、損益計算上の利益を明らかにするための書類です。令和３年度に

おける総利益は２億円となっておりますが、前期より繰越された欠損金６千９百万円に充当した

残額１億３千万円が当期の未処分利益となっております。 

 

 

 

（単位：百万円）

Ｒ2 Ｒ３

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー 852 438

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 957 △ 400

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 106 △ 233

Ⅳ　資金減少額 △ 211 △ 195

　 　資金増加額

Ⅴ　資金期首残高 1,722 1,511

Ⅵ　資金期末残高 1,511 1,315

法人全体



 

 

③ 行政サービス実施コスト計算書 

 

 

      行政サービス実施コスト計算書は、損益計算書上の費用に加え法人運営上コストとなっている

損益外減価償却費や機会費用等を計上することにより、県（県民）が負担している全コストを明ら

かにするための書類です。当年度の実質的コストは、５７億９千４百万円となっています。 

 

 

５ 決算報告書 

  決算報告書は、収入･支出を事業別に区分した年度計画における予算計画と執行状況を対比すること

により運営状況を報告するものです。 

地方公共団体と同様の会計認識基準(単式簿記、単年度決算)に準じ、現金主義を基礎とし、一部発生

主義を取り入れております。 

  

      

（単位：百万円）

Ⅰ 業務費用 Ｒ2 Ｒ３

(1)損益計算書上の費用 7,915 8,080

(2)自己収入等 △ 2,815 △ 3,225

　業務費用　合計 5,099 4,854

Ⅱ 損益外減価償却相当額 638 647

Ⅲ 損益外減損損失相当額 0 149

Ⅳ 引当外賞与増加見積額 0 0
Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 158 92
Ⅵ 機会費用 22 49

5,920 5,794

法人全体

Ⅶ 行政サービス実施コスト

（単位：百万円）

予算 決算 決算-予算 予算 決算 予算 決算 予算 決算
収入

運営費交付金 4,357 4,410 53 1,461 1,488 2,805 2,831 89 89
授業料等収入 2,308 2,354 46 849 854 1,458 1,500 0 0
受託研究等収入 552 503 △ 49 164 168 387 334 0 0
その他の収入 298 299 1 53 60 243 237 1 1
施設整備補助金 642 613 △ 28 618 590 23 23 0 0
寄付金債務取崩 500 303 △ 196 0 0 500 303 0 0

計 8,658 8,485 △ 173 3,148 3,163 5,418 5,230 91 91
支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

教育研究経費 2,443 2,317 △ 126 668 639 1,774 1,677 0 0
一般管理費 538 513 △ 24 152 147 324 312 61 53
人件費 3,982 3,999 16 1,544 1,533 2,407 2,434 30 30
受託研究等経費 1,052 822 △ 230 164 166 887 655 0 0
施設整備費 642 613 △ 28 618 590 23 23 0 0

計 8,658 8,265 △ 392 3,148 3,077 5,418 5,104 91 84
0 219 219 0 85 0 126 0 7

区分
法人全体 県大 工科大 法人

収入－支出


